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ナ
禍
に
直
面
し
て
い
る
が
、
実
は
近
代
水
道
の
最
初
の
目
的
は
、
そ
の
当
時
、
海
外
貿
易
の
窓
口

で
あ
っ
た
港
湾
都
市
に
、
海
外
か
ら
持
ち
込
ま
れ
る
水
系
伝
染
病
（
コ
レ
ラ
、
赤
痢
菌
な
ど
）
を

防
ぐ
目
的
で
あ
っ
た
。

　

そ
の
後
函
館
、
長
崎
と
、
港
湾
都
市
を
中
心
に
日
本
全
国
に
普
及
し
、
昭
和
三
十
五
年
（
一
九

六
〇
年
）
に
は
水
道
普
及
率
五
〇
％
に
な
り
、
現
在
（
令
和
三
年
）
に
は
、
給
水
人
口
一
億
二
千

四
百
六
十
万
人
に
達
し
、
水
道
普
及
率
も
九
八
％
を
超
え
、
ま
さ
に
「
国
民
皆
水
道
」
に
な
っ
て

い
る
。
し
か
し
、
そ
の
水
道
事
業
は
、
今
ま
さ
に
、
崖
っ
ぷ
ち
で
、
後
が
な
い
「
背
水
の
陣
」
に

突
入
し
て
い
る
。

一
．
日
本
水
道
の
現
状

　

安
全
・
安
心
で
世
界
に
誇
れ
る
日
本
水
道
で
あ
る
が
、
大
き
な
課
題
に
直
面
し
て
い
る
。

㈠　

水
道
料
金
収
入
の
減
少

　

日
本
の
人
口
は
二
〇
六
〇
年
に
八
千
七
百
万
人
程
度
ま
で
減
少
す
る
と
推
計
さ
れ
て
お
り
、
当

然
そ
れ
に
合
わ
せ
水
需
要
の
減
少
と
な
り
、
水
道
料
金
収
入
は
約
四
割
減
少
す
る
と
見
込
ま
れ
て

い
る
。
人
口
減
少
と
節
水
機
器
の
普
及
に
伴
い
、
現
に
過
去
十
年
間
で
二
千
億
円
の
料
金
収
入
の

　

Ｅ
Ｙ
新
日
本
有
限
責
任
監
査
法
人
と
水
の
安
全
保
障
戦
略
機
構
事
務
局
は
、
共
同
研
究
結
果
と

し
て
「
人
口
減
少
時
代
の
水
道
料
金
は
ど
う
な
る
か
？
（
２
０
２
１
年
版
）」
を
発
表
し
た
。（
二

〇
二
一
年
三
月
三
十
一
日
）

　

そ
れ
に
よ
る
と
、
①
二
〇
四
三
年
ま
で
に
約
九
四
％
の
事
業
体
で
水
道
料
金
の
値
上
げ
の
可
能

性
あ
り
（
前
回
調
査
比
四
％
増
）、
②
水
道
料
金
の
値
上
げ
率
は
、
全
体
平
均
で
四
三
％（
前
回
調

査
比
七
％
増
）、
③
コ
ロ
ナ
禍
に
お
い
て
、
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
で
回
答
を
得
た
五
百
二
十
五
団
体

の
う
ち
、
約
三
八
％
の
事
業
体
が
水
道
料
金
の
減
免
を
実
施
し
て
い
る
と
言
う
内
容
で
あ
る
。

　

日
本
の
水
道
事
業
は
、
明
治
二
十
年
（
一
八
八
七
年
）
に
横
浜
で
初
め
て
近
代
水
道
（
消
毒
さ

れ
た
水
を
圧
力
で
送
水
）
が
布
設
さ
れ
た
こ
と
か
ら
始
ま
っ
た
。
現
在
、
国
難
と
も
言
え
る
コ
ロ
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一
方
三
十
歳
未
満
は
一
二
％
程
度
で
あ
る
。
現
場
で
活
躍
し
た
団
塊
世
代
の
熟
練
技
術
者
が
続
々

と
定
年
を
迎
え
る
中
、
次
世
代
へ
の
技
術
継
承
が
な
さ
れ
な
い
状
態
に
突
入
し
て
い
る
。

㈣　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
影
響
に
よ
る
水
道
料
金
の
減
免

　

厚
生
労
働
省
水
道
課
は
コ
ロ
ナ
禍
に
よ
る
水
道
料
金
に
係
わ
る
対
応
に
つ
い
て
全
国
調
査
し
た

結
果
（
令
和
三
年
二
月
時
点
）、
①
水
道
料
金
の
支
払
い
猶
予
を
実
施
し
て
い
る
水
道
事
業
者
は

九
百
三
十
五
事
業
者
（
全
体
の
約
七
三
％
）
で
、
そ
の
猶
予
額
は
約
三
十
億
円
。
②
水
道
料
金
の

減
免
を
実
施
し
て
い
る
水
道
事
業
者
は
百
一
事
業
者
（
全
体
の
八
％
）、
そ
の
減
免
額
は
約
六
百

三
十
九
億
円
で
あ
っ
た
。
減
免
に
係
わ
る
費
用
の
負
担
先
は
、
公
営
企
業
会
計
や
一
般
会
計
で
あ

り
、
益
々
自
治
体
経
営
が
苦
し
く
な
っ
て
い
る
。

　　

以
上
の
事
項
を
簡
単
に
ま
と
め
る
と
、
日
本
の
水
道
事
業
は
「
カ
ネ
無
し
、
モ
ノ
無
し
、
ヒ
ト

無
し
」
の
三
重
苦
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
影
響
を
織
り
込
み
な
が
ら
試
算
し
た
も
の
が
、
次
に
示
さ

れ
る
が
、
詳
細
に
付
い
て
は
、
ぜ
ひ
「
Ｅ
Ｙ
新
日
本
有
限
責
任
監
査
法
人
」
及
び
「
日
本
水
フ
ォ

ー
ラ
ム
」
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
さ
れ
て
い
る
報
告
書
を
参
照
し
て
頂
き
た
い
。

　
減
少
で
あ
る
。
水
道
事
業
の
大
部
分
は
固
定
費
で
あ
り
、
変
動
費
は
全
体
の
わ
ず
か
五
％
程
度
し

か
な
い
こ
と
か
ら
水
需
要
が
減
少
し
て
も
運
営
コ
ス
ト
が
大
き
く
減
る
わ
け
で
は
な
く
、
赤
字
幅

が
年
々
増
加
す
る
。

㈡　

老
朽
化
施
設
の
更
新
需
要
の
増
加

　

過
去
に
建
設
さ
れ
た
水
道
施
設
の
資
産
価
値
は
四
十
兆
円
を
超
え
る
と
試
算
さ
れ
て
い
る
が
、

そ
の
大
部
分
は
一
九
六
〇
年
代
か
ら
七
〇
年
代
の
高
度
経
済
成
長
期
に
建
設
さ
れ
た
。
水
道
施
設

の
耐
用
年
数
は
約
六
十
年
、
水
道
配
管
は
約
四
十
年
と
さ
れ
て
お
り
、
既
に
多
く
の
水
道
施
設
は

還
暦
を
迎
え
老
朽
化
が
加
速
し
、
毎
年
二
万
件
以
上
の
漏
水
事
故
が
発
生
し
て
い
る
。
更
新
需
要

は
二
〇
二
〇
年
代
か
ら
二
〇
三
〇
年
代
に
か
け
て
ピ
ー
ク
を
迎
え
る
と
言
わ
れ
て
お
り
、
毎
年
ほ

ぼ
一
兆
円
の
更
新
費
用
が
必
要
に
な
る
と
試
算
さ
れ
て
い
る
。

　

こ
れ
か
ら
の
人
口
減
少
を
勘
案
し
試
算
す
る
と
、
現
在
（
二
〇
二
一
年
）
国
民
一
人
当
た
り
の

更
新
費
用
負
担
額
は
四
千
円
／
年
程
度
の
も
の
が
、
二
〇
四
〇
年
に
は
一
万
円
／
年
を
超
過
す
る

見
込
み
で
あ
る
。
つ
ま
り
将
来
の
水
道
料
金
値
上
げ
が
絶
対
に
避
け
ら
れ
な
い
状
況
で
あ
る
。

㈢　

熟
練
職
員
の
減
少
と
技
術
継
承
問
題

　

全
国
の
水
道
局
職
員
の
年
齢
別
構
成
を
見
る
と
、
全
体
の
五
一
％
が
四
十
五
歳
以
上
で
あ
り
、
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二
．
料
金
値
上
げ
率
が
高
い
事
業
体
は
北
海
道
・
東
北
・
北
陸
地
方
に
多
い

　

地
域
別
で
は
、
北
海
道
、
東
北
及
び
北
陸
地
方

に
お
い
て
料
金
値
上
げ
率
が
高
い
傾
向
が
あ
る
。

　

北
海
道
、
東
北
、
北
陸
の
三
地
方
で
は
、
三
割

以
上
の
事
業
体
に
お
い
て
料
金
値
上
げ
率
が
五
〇

％
以
上
と
推
計
さ
れ
る
。（【
表
１
】）

三
．
各
都
道
府
県
の
料
金
値
上
げ
率

　

こ
こ
で
は
、
令
和
元
年
十
月
に
施
行
さ
れ
た
水

道
法
改
正
に
よ
っ
て
設
置
が
可
能
と
な
っ
た
都
道

府
県
に
よ
る
広
域
的
連
携
等
推
進
協
議
会
を
踏
ま

え
、
仮
に
都
道
府
県
単
位
で
一
水
道
事
業
に
統
合

※
し
た
と
仮
定
し
た
場
合
の
将
来
の
水
道
料
金
推

計
を
行
っ
た
。

　

料
金
値
上
げ
率
の
平
均
値
は
二
九
％
、
中
央
値

は
二
八
％
、
最
大
値
は
高
知
県
の
五
七
％
で
あ
る
。

※
水
道
統
計
で
示
さ
れ
る
各
水
道
事
業
体
の
収

益
及
び
費
用
を
都
道
府
県
単
位
で
合
算
し
、

そ
れ
を
都
道
府
県
水
道
と
見
な
し
た
も
の
。

※
そ
の
他
の
推
計
条
件
に
つ
い
て
は
、
個
別
事

業
体
に
お
け
る
推
計
の
条
件
と
同
様
で
あ
る
。

　
（【
表
２
】）

　

さ
い
ご
に

　

民
間
が
ま
と
め
た
日
本
の
水
道
イ
ン
フ
ラ
が
抱

え
る
問
題
を
数
値
で
示
し
た
試
算
で
あ
る
が
、
ぜ

ひ
、
こ
の
研
究
結
果
に
鑑
み
、
水
道
事
業
の
広
域

化
や
官
民
連
携
の
促
進
な
ど
、
各
地
域
に
即
し
た

将
来
の
水
道
事
業
経
営
の
在
り
方
に
つ
い
て
、
利

害
関
係
者
（
住
民
、
水
道
事
業
者
、
民
間
事
業
者
、

他
）
と
の
間
で
「
持
続
可
能
な
日
本
水
道
を
目
指

し
て
」
活
発
な
論
議
が
交
わ
さ
れ
る
こ
と
を
期
待

し
た
い
。
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